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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．提出会社は、平成17年４月１日に㈱ジオトップ及び大同コンクリート工業㈱の完全親会社として設立された

ため、平成17年９月期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しております。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第２期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第１期中 第２期中 第１期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高（百万円） 21,516 34,045 51,287 

経常利益（百万円） 981 1,539 1,800 

中間（当期）純利益（百万円） 595 867 947 

純資産額（百万円） 8,670 11,831 9,813 

総資産額（百万円） 36,038 48,579 47,683 

１株当たり純資産額（円） 390.05 447.00 400.57 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
26.80 35.16 39.21 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） 24.0 24.0 20.6 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
1,200 △409 3,538 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△1,413 △858 △2,422 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
1,091 865 608 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
6,717 7,642 8,044 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

639 

(86) 

910 

(100) 

875 

(95) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．提出会社は、平成17年４月１日に㈱ジオトップ及び大同コンクリート工業㈱の完全親会社として設立された

ため、平成17年９月期中間会計期間より中間財務諸表を作成しております。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第１期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第１期及び第２期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

回次 第１期中 第２期中 第１期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高（百万円） － 368 200 

経常損益（百万円） △1 134 197 

中間（当期）純損益（百万円） △2 134 181 

資本金（百万円） 2,156 2,815 2,156 

発行済株式総数（千株） 22,246 26,151 24,451 

純資産額（百万円） 10,026 11,615 10,370 

総資産額（百万円） 10,363 11,907 10,451 

１株当たり純資産額（円） 450.94 444.89 424.63 

１株当たり中間（当期）純損益金

額（円） 
△0.10 5.44 7.78 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － 8.0 

自己資本比率（％） 96.8 97.5 99.2 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

16 

(1) 

26 

(1) 

29 

(1) 



２【事業の内容】 

 当社グループは、ジャパンパイル株式会社（当社）及び子会社９社、関連会社３社により構成されており、製品事

業及び工事事業を営んでおります。当社及び子会社の企業集団における位置付けと事業内容は次のとおりでありま

す。 

（製品事業） 

 平成18年４月１日付でジャパンパイル製造㈱を新設し、会社分割の方法により㈱ジオトップ、大同コンクリート

工業㈱ならびにヨーコン㈱の製品製造事業を承継させました。  

 子会社のジャパンパイル製造㈱を中心として、八洲コンクリート工業㈱及びＪＰプロダクツ鹿児島㈱が製品事業

を行っており、主に基礎工事に使用されるコンクリートパイルを製造し、販売子会社である㈱ジオトップ、大同コ

ンクリート工業㈱並びにヨーコン㈱へ販売しております。 

 これに付随して子会社の㈱武智産商は、製造子会社群に対して杭の原材料となるセメントの販売を行っておりま

す。 

 また、ジャパンパイル製造㈱は、水害の防止となる雨水浸透製品「シントール」、騒音公害の防止となる剛体多

孔質吸音材「ポアセル」を製造し、環境問題解決の手段を提供しております。  

（工事事業） 

 子会社の㈱ジオトップ、大同コンクリート工業㈱並びにヨーコン㈱を中心として工事事業を行っており、ゼネコ

ンや商社及び代理店等から基礎工事を請け負い、主に製造子会社群からコンクリートパイルを仕入れて施工してお

ります。また、施工子会社の㈱武智産商及び㈱千葉興産は、販売子会社及び当企業集団に属さない顧客から基礎工

事の一部を請け負い、施工しております。 

 以上の概要を事業系統図によって示すと、次のとおりとなります。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．平成18年４月１日付で新設し、会社分割の方法により㈱ジオトップ、大同コンクリート工業㈱ならびにヨー

コン㈱の製品製造事業を承継させました。 

２．特定子会社に該当する会社であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び研究開発部

門に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

なお、従業員は主として㈱ジオトップ、大同コンクリート工業㈱並びにヨーコン㈱からの出向者であります。

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所
有割合(％) 

関係内容 

（連結子会社）           

ジャパンパイル製造㈱

（注）１．２ 
東京都中央区 300 

コンクリートパイルの

製造 
100.0 

経営指導 

役員の兼任あり。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

製品事業 604 (78) 

工事事業 168 (11) 

全社（共通） 138 (11) 

合計 910 (100) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 26 (1) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の我が国経済は、企業業績の回復を背景とした設備投資の拡大、雇用情勢の改善に伴う個人

消費の増加基調が続き、回復基調が維持されました。しかし、一方では、原油価格高騰の長期化や金利上昇懸念

等、先行きに不透明感が漂う状況が続いております。 

 このような情勢下、当社グループの主力製品であるコンクリートパイルの出荷は、建設投資拡大の動きが見えて

きたこともあり、コンクリートパイル業界全体では前年対比約10％の伸びを示しました。当社グループにおいては

平成18年４月に事業子会社３社の製品製造事業を会社分割により分社し、ジャパンパイル製造㈱を設立いたしまし

た。業界トップのコンクリートパイルの供給能力を有する点を最大限に活かし、主力工法であります「ＥＸ ＭＥ

ＧＡＴＯＰ（イーエックスメガトップ）工法」の経済性・安全性を前面に打ち出し、高支持力化・大径化の市場へ

の更なる浸透を図った結果、売上高は340億45百万円（前年同期比58.2％増）となり、利益面においては、前記の

ジャパンパイル製造㈱設立により、全国どの地域へも高品質のコンクリートパイルを安定的かつ経済的に供給でき

る体制となったこと及び収支を重視した工事受注等の営業政策が利益面を押し上げる要因となり、経常利益は15億

39百万円（前年同期比56.8％増）、中間純利益は確定拠出年金への移行による損失64百万円、ジャパンパイル製造

㈱設立に伴う転籍者退職給付費用32百万円を特別損失に計上したものの、８億67百万円（前年同期比45.6％増）と

順調に推移いたしました。 

 なお、昨年10月からヨーコン㈱が当社グループに参画しましたので、前年同期比の前年上期分には、同社上期実

績は計上されておりません（以下、各セグメント別の概況及び「２ 生産、受注及び販売の状況」においても同

じ）。 

 各セグメント別の概況は次のとおりであります。 

① 製品事業 

 製品事業は、平成18年４月にジャパンパイル製造㈱を設立し、業界トップのコンクリートパイルの供給能力を有

した点を最大限に活かし、好転しつつあるコンクリートパイルの需要と相俟って、売上高は172億92百万円（前期

比26.6％増）、営業利益は19億８百万円（前期比27.1％増）となりました。 

② 工事事業 

 工事事業は、主力工法であります「ＥＸ ＭＥＧＡＴＯＰ工法」の経済性・安全性を前面に打ち出し浸透を図っ

たこと、及び前連結会計年度には下期のみに計上されていた場所打ち杭工事をはじめとする工事事業の割合が高い

ヨーコン㈱が加わったことから、売上高は167億52百万円（前期比116.5％増）、営業利益は８億44百万円（前期比

94.7％増）となりました。 

③ その他の事業 

 前連結会計期間は不動産賃貸等の事業を行っておりましたが、平成17年12月に関連する不動産を売却しており、

当中間連結会計期間における販売実績はありません。なお、前中間連結会計期間のその他の事業における売上高は

１億15百万円、営業利益は57百万円であります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は76億42百万円となり、前連結会計

年度末より４億２百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動において使用した資金は、４億９百万円（前中間連結会計期間は12億円

の収入）となりました。この要因は、税金等調整前中間純利益14億60百万円、たな卸資産の減少により11億６百

万円、減価償却費４億96百万円等により増加したものの、好調な業績推移を背景とする売上債権の増加22億21百

万円、法人税、住民税及び事業税の支払い６億47百万円等による減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動において使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ５億55百万円減少

し８億58百万円となりました。この要因は、セールス・アンド・リースバックにより資産を売却し16億41百万円

等増加したものの、上昇傾向にある大径杭を中心としたコンクリートパイルの需要に対応するための有形固定資

産の取得による支出23億87百万円等によるものであります。 



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動において得られた資金は、前中間連結会計期間に比べ２億25百万円減少

し８億65百万円となりました。この要因は、長期借入金の返済による支出６億15百万円、配当金の支払いによる

支出１億95百万円等により減少したものの、第三者割当増資による収入13億19百万円、長期借入金による収入４

億円等による増加によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、製造原価によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．受注金額には、工事代金が含まれております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありませんので、記載を省略

しております。 

３．平成17年12月をもって関連する不動産を売却しており、当中間連結会計期間における「その他の事業」のセ

グメントの販売実績はありません。なお、前中間連結会計期間における「その他の事業」のセグメントの販

売実績は１億15百万円であります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

 製品事業 8,991 140.1 

合計 8,991 140.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

製品事業 16,107 122.2 5,411 114.6 

工事事業 18,141 228.7 5,919 198.5 

その他の事業 － － － － 

合計 34,249 162.2 11,331 147.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

 製品事業 17,292 126.6 

 工事事業 16,752 216.5 

 その他の事業 － － 

合計 34,045 158.2 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、平成18年４月に生産品目の整理統合や製品輸送の効率化などによる製品供給体制の充実を図る目

的で、子会社３社の製造部門を統合し、ジャパンパイル製造㈱を設立いたしました。また、既製コンクリート杭のみ

ならず、鋼管杭の施工や場所打ち杭の施工においても、それぞれの分野で大きなシェアを有しており、建設基礎の広

範な分野で長年の実績を積み、施工と地盤に関する膨大な知識とノウハウを蓄積しています。 

 こうした当社グループの特徴は、まず第一には、日本全国どの地域へも高品質な杭基礎を安定的に供給できること

です。第二に、規模の拡大による効率化を通じて経済性の高い杭基礎を提供できることです。そして第三には、豊富

な品揃えにより、多様な建築基礎を提供できることです。日本の建設市場は、今後ますます品質と経済性の両立が要

求される時代となっていくと考えられ、この中にあって当社グループは、三つの特徴「最大の供給力」「最高の経済

性」「最大の利便性」を有効に活かし、高品質で経済的な杭基礎を社会に提供することが自らの使命と考えておりま

す。 

 このような中で、当社グループは平成19年４月１日をもって営業・工事事業子会社３社を経営統合することを決定

いたしました。顧客のニーズに応じた最適な基礎を迅速に提供するため、建設基礎全体の需要に応える体制を整備

し、より効率性を追求し、３社の経営統合が最大に発揮できる運営組織を構築すること、及び平成18年５月に日本コ

ンクリート工業㈱との共同開発により国土交通大臣より認定を取得しました「Ｈｙｐｅｒ－ＭＥＧＡ（ハイパーメ

ガ）工法」の販売体制を整え、マーケットへの浸透を図ることが重要な課題であると認識しております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は平成18年10月27日開催の取締役会において、営業・工事事業子会社である㈱ジオトップ、大同コンクリート

工業㈱、ヨーコン㈱を吸収合併の方式で経営統合することを決議いたしました。 

 詳細については、「第５ 経理の状況 １．中間連結財務諸表等 (1）中間連結財務諸表 注記事項（重要な後発

事象）」及び「第５ 経理の状況 ２．中間財務諸表等 (1）中間財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」をご参

照ください。 



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、㈱ジオトップ、大同コンクリート工業㈱並びにヨーコン㈱の技術部門からの出向

者で構成される技術開発部が主として担当しております。当中間連結会計期間には、上記３社およびジャパンパイル

製造㈱から委託されたテーマを中心に下記の活動を行いました。 

(1）基礎的研究分野 

 基礎杭に関する基本的な現象を解明するために、超高強度コンクリートの基本的な性質、地盤改良を施した地盤

での杭の水平抵抗機構、杭と構造物の接合部の挙動、高軸力下のパイルキャップの挙動、動的水平載荷試験の検討

などの研究に取り組み、その成果は多くの論文にまとめ、（社）地盤工学会、（社）日本建築学会、（社）土木学

会、日本地震工学会、（社）日本コンクリート工学協会などで発表しました。また、それらの学会の委員会活動に

も積極的に参加しました。 

(2）杭製品技術分野 

 ３社の製造部門が統合しジャパンパイル製造㈱になったことに伴い、（財）日本建築センターから取得していた

杭材に関する評定に関して、杭名称と会社名の変更を行いました。また、強度123N/mm2コンクリートを用いたＰＨ

Ｃ杭や節杭の評定を取得したほか、強度105N/mm2コンクリートを用いたＰＲＣ杭などの評定を取得いたしました。

(3）施工技術分野 

 節杭を用いた“究極の高支持力工法”である「Ｈｙｐｅｒ－ＭＥＧＡ工法」の国土交通大臣認定を取得いたしま

した。これに伴い、技術資料等を作成しました。また、既製コンクリート杭の低排土工法である「ＢＳＳ工法」の

改良や、施工記録・管理装置の開発・改良を進めました。 

(4）設計技術・品質管理技術分野 

 顧客から信頼される基礎設計力の確立を目指して「ＪＰ基礎設計士制度」を検討し、社外の諮問委員の意見を伺

ったほか、テキストの作成等に取り組みました。下期には試験を実施する予定であります。また、構造物の沈下量

や地盤の液状化判定を計算するソフトの改良に取り組み、多数の実プロジェクトの設計に活用いたしました。「Ｈ

ＩＴＴＯＰ（ヒットトップ）」（衝撃載荷試験）については、大学との共同研究を通じて動的試験方法の解析法の

更なる改良や論文発表等を行いました。 

(5）その他 

 各種の技術資料の作成、営業部門の支援活動などの業務を行いました。また、特許担当は、特許の出願や調査な

ど特許関係全般の業務のほか、子会社４社の既存特許の管理や特許関係諸規定の整備に取り組みました。さらに、

（社）日本建築構造技術者協会や（社）コンクリートパイル建設技術協会など、職能団体や業界団体の委員会活動

にも積極的に参加いたしました。 

 当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、296百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間末における重要な設備の新設、除却、売却等の計画は次のとおりであります。 

(1）当社グループの重要な設備の新設 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．既支払額の（ ）内は、支払手形等の未決済額であり内数を記載しております。 

３．生産設備についての完成後の増加能力は、設備の更新や改修、試験機の投資が大半を占めており、また、受

注生産のもとで品目の取扱種別が多様に及んでいるので、その測定が困難なため記載を省略しております。

(2）当社グループの重要な設備の除却、売却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

ジャパンパイ

ル製造㈱ 

岡山工場 

岡山県倉敷市 製品事業 生産設備 387 
13 

(13)

自己資金及

び借入金 
平成18年６月 平成19年３月 － 

ジャパンパイ

ル製造㈱ 

滋賀第二工場 

滋賀県愛知郡

愛荘町 
製品事業 生産設備 188 

55 

(55)

自己資金及

び借入金 
平成18年５月 平成19年３月 － 

ジャパンパイ

ル製造㈱ 

福島工場 

福島県いわき

市 
製品事業 生産設備 112 

42 

(42)

自己資金及

び借入金 
平成18年５月 平成19年３月 － 

ジャパンパイ

ル製造㈱ 

山梨工場 

山梨県南巨摩

郡身延町 
製品事業 生産設備 86 

1 

(1)

自己資金及

び借入金 
平成18年８月 平成19年３月 － 

ジャパンパイ

ル製造㈱ 

北海道工場 

北海道三笠市 製品事業 生産設備 73 
68 

(68)

自己資金及

び借入金 
平成18年６月 平成19年３月 － 

ジャパンパイ

ル製造㈱ 

茨城工場 

茨城県古河市 製品事業 生産設備 68 
25 

(25)

自己資金及

び借入金 
平成18年６月 平成18年12月 － 

㈱千葉興産 
千葉県四街道

市 
工事事業 施工機器 170 

120 

(9)

自己資金及

び借入金 
平成18年６月 平成19年１月 約20％ 

㈱武智産商 大阪市中央区 工事事業 工事機材 38 
11 

(－)

自己資金及

び借入金 
平成18年７月 平成19年１月 約15％ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 有償第三者割当 

発行価格   776円 

資本組入額  388円 

割当先    ＪＦＥスチール㈱、太平洋セメント㈱、㈱みずほ銀行 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 26,151,292 26,151,292 
大阪証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 26,151,292 26,151,292 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年９月20日 

（注） 
1,700,000 26,151,292 659 2,815 659 4,832 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権の数８

個）含まれております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太平洋セメント㈱ 東京都中央区明石町８番１号 2,507 9.6 

㈱藪内興産 兵庫県宝塚市雲雀丘二丁目６番30号 2,191 8.4 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,262 4.8 

ＪＦＥスチール㈱ 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 1,055 4.0 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,000 3.8 

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 775 3.0 

ジャパンパイルグループ取引

先持株会 
大阪市中央区高麗橋二丁目１番10号 761 2.9 

ジャパンパイルグループ社員

持株会 
大阪市中央区高麗橋二丁目１番10号 740 2.8 

大洋薬品工業㈱ 名古屋市中区丸の内二丁目16番29号 733 2.8 

大同コンクリート労働組合 東京都台東区東上野二丁目14番１号 597 2.3 

計 － 11,622 44.4 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   48,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,945,000 25,945 － 

単元未満株式 普通株式  158,292 － － 

発行済株式総数 26,151,292 － － 

総株主の議決権 － 25,945 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジャパンパイル㈱ 
大阪市中央区高麗

橋二丁目１番10号 
42,000 － 42,000 0.16 

㈱ジオトップ 
大阪市中央区高麗

橋二丁目１番10号 
6,000 － 6,000 0.02 

計 － 48,000 － 48,000 0.18 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 960 1,170 1,000 920 895 832 

最低（円） 880 940 800 750 800 757 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     6,300 7,752   8,044 

２．受取手形及び売掛
金等 

※５   13,540 20,733   18,512 

３．有価証券     1,017 －   － 

４．たな卸資産     3,717 4,630   5,737 

５．繰延税金資産     261 260   244 

６．その他     459 863   1,959 

貸倒引当金     △181 △180   △898 

流動資産合計     25,114 69.7 34,060 70.1   33,599 70.5

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※1,2 2,741   2,465 2,223   

(2）機械装置及び運
搬具 

※1,2 2,411   3,252 3,169   

(3）土地 ※２ 2,295   4,947 4,949   

(4）建設仮勘定   607   394 135   

(5）その他 ※１ 519 8,575 23.8 608 11,668 24.0 623 11,102 23.3

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定   －   － 147   

(2）のれん   －   140 －   

(3）その他   366 366 1.0 385 525 1.1 369 516 1.1

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 578   932 1,022   

(2）長期貸付金   443   67 74   

(3）繰延税金資産   312   438 411   

(4）その他 ※２ 952   1,964 1,351   

貸倒引当金   △305 1,981 5.5 △1,084 2,318 4.8 △402 2,457 5.1

固定資産合計     10,923 30.3 14,513 29.9   14,076 29.5

Ⅲ 繰延資産           

１．社債発行費     － 5   7 

繰延資産合計     － 0.0 5 0.0   7 0.0

資産合計     36,038 100.0 48,579 100.0   47,683 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金等 

※５   7,719 12,316   12,522 

２．ファクタリング未
払金 

※５   5,887 7,404   7,036 

３．短期借入金 ※２   460 420   400 

４．一年以内返済予定
長期借入金 

※２   565 1,536   1,437 

５．一年以内償還社債     － 1,100   － 

６．未払法人税等     440 621   670 

７．賞与引当金     376 477   357 

８．その他 ※２   2,671 2,576   3,114 

流動負債合計     18,120 50.3 26,453 54.4   25,539 53.5

Ⅱ 固定負債           

１．社債     1,800 1,150   2,300 

２．長期借入金 ※２   2,496 3,770   4,084 

３．退職給付引当金     448 548   829 

４．役員退職慰労引当
金 

    177 548   545 

５．長期未払金 ※２   1,581 289   261 

６．繰延税金負債     210 1,214   1,241 

７．連結調整勘定     2,194 －   2,685 

８．負ののれん     － 2,537   － 

９．その他     165 235   211 

固定負債合計     9,075 25.2 10,294 21.2   12,158 25.5

負債合計     27,195 75.5 36,747 75.6   37,697 79.0

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）           

少数株主持分     171 0.5 － －   172 0.4

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,156 6.0 － －   2,156 4.5

Ⅱ 資本剰余金     3,725 10.3 － －   4,452 9.3

Ⅲ 利益剰余金     2,735 7.6 － －   3,086 6.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    59 0.1 － －   136 0.3

Ⅴ 自己株式     △5 △0.0 － －   △18 △0.0

資本合計     8,670 24.0 － －   9,813 20.6

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    36,038 100.0 － －   47,683 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 2,815 5.8   － －

２．資本剰余金     － － 4,348 9.0   － －

３．利益剰余金     － － 4,490 9.2   － －

４．自己株式     － － △31 △0.1   － －

株主資本合計     － － 11,622 23.9   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    － － 44 0.1   － －

評価・換算差額等合
計 

    － － 44 0.1   － －

Ⅲ 少数株主持分     － － 163 0.4   － －

純資産合計     － － 11,831 24.4   － －

負債純資産合計     － － 48,579 100.0   － －

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     21,516 100.0 34,045 100.0   51,287 100.0 

Ⅱ 売上原価     17,956 83.5 29,300 86.1   43,740 85.3

売上総利益     3,559 16.5 4,745 13.9   7,547 14.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．役員従業員給与   989   1,313 2,529   

２．賞与引当金繰入額   241   269 323   

３．退職給付費用   40   50 91   

４．役員退職慰労引当
金繰入額 

  15   23 46   

５．貸倒引当金繰入額   66   26 75   

６．賃借料   242   254 537   

７．研究開発費   203   296 268   

８．のれん償却額   －   7 －   

９．連結調整勘定償却   －   － 4   

10．その他   895 2,693 12.5 1,049 3,291 9.6 2,069 5,947 11.6

営業利益     865 4.0 1,453 4.3   1,600 3.1

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   4   7 16   

２．受取配当金   4   5 7   

３．連結調整勘定償却   115   － 265   

４．負ののれん償却額   －   147 －   

５．技術料収入   37   － 43   

６．その他   47 209 1.0 22 183 0.5 140 472 0.9

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   24   55 83   

２．社債発行費償却   3   1 6   

３．たな卸資産処分損   29   － 119   

４．その他   36 93 0.4 40 97 0.3 62 272 0.5

経常利益     981 4.6 1,539 4.5   1,800 3.5

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※１ －   0 12   

２．貸倒引当金戻入益   －   54 93   

３．投資有価証券売却
益 

  22 22 0.1 4 59 0.2 22 128 0.3

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※２ 0   － 17   

２．固定資産除却損 ※３ 26   24 184   

３．確定拠出年金移行
損失 

  －   64 －   

４．転籍者退職給付費
用 

  －   32 －   

５．投資有価証券評価
損 

  －   15 －   

６．役員退職慰労引当
金繰入額 

  － 26 0.1 － 137 0.4 187 390 0.8

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    977 4.6 1,460 4.3   1,538 3.0

法人税、住民税及
び事業税 

  427   610 832   

法人税等調整額   △40 387 1.8 △9 601 1.8 △193 639 1.3

少数株主損失     5 0.0 8 0.0   48 0.1

中間（当期）純利
益 

    595 2.8 867 2.5   947 1.8

          



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,905 1,905 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．株式移転に伴う増加額   1,819 1,819   

２．株式交換に伴う増加額   － 1,819 727 2,547 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

  3,725 4,452 

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,306 2,306 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   595 595 947 947 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   139 139   

２．役員賞与   27 167 27 167 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高 

  2,735 3,086 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,156 4,452 3,086 △18 9,677 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 659 659     1,319 

剰余金の配当（注）   △195     △195 

役員賞与（注）     △32   △32 

中間純利益     867   867 

自己株式の取得       △13 △13 

欠損填補   △568 568   － 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

659 △104 1,403 △13 1,945 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,815 4,348 4,490 △31 11,622 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

136 136 172 9,985 

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行       1,319 

剰余金の配当（注）       △195 

役員賞与（注）       △32 

中間純利益       867 

自己株式の取得       △13 

欠損填補       － 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△91 △91 △8 △99 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△91 △91 △8 1,845 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

44 44 163 11,831 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前中間（当期）純利益   977 1,460 1,538 

有形固定資産減価償却費   400 464 976 

無形固定資産減価償却費   23 31 51 

社債発行費償却   3 1 6 

連結調整勘定償却   △115 － △260 

のれん及び負ののれん償却額   － △139 － 

貸倒引当金の増減（△減少額）   2 △35 △215 

賞与引当金の増加   97 119 52 

退職給付引当金の増減（△減少額）   26 △280 36 

役員退職慰労引当金の増加   15 3 233 

受取利息及び受取配当金   △9 △13 △23 

支払利息   24 55 83 

役員賞与   △27 △32 △27 

投資有価証券売却益   △22 △4 △24 

投資有価証券評価損   － 15 － 

有形固定資産除却損   26 12 169 

無形固定資産除却損    － 12 － 

有形固定資産売却益   － △0 △12 

有形固定資産売却損   0 － 17 

社債償還損   4 － 4 

売上債権の増減（△増加額）   143 △2,221 △29 

たな卸資産の増減（△増加額）   △581 1,106 △1,663 

仕入債務の増減（△減少額）   △678 △206 453 

未成工事受入金等の増減（△減少
額） 

  196 △476 345 

未払消費税等の増減（△減少額）   △39 80 12 

ファクタリング未払金の増加   869 604 1,608 

その他の増減   141 △289 714 

小計   1,477 268 4,048 

利息及び配当金の受取額   9 13 23 

利息の支払額   △25 △42 △86 

法人税等の支払額   △261 △647 △447 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,200 △409 3,538 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の払い戻しによる収入   100 － 133 

定期預金の預け入れによる支出   － △110 － 

有価証券の取得による支出   △500 － △500 

有価証券の売却による収入   － － 599 

有形固定資産の取得による支出   △1,007 △2,387 △3,380 

有形固定資産の売却による収入   231 1,641 647 

有形固定資産の除却に係る支出   － △1 － 

無形固定資産の取得による支出   △4 △54 △46 

無形固定資産の売却による収入   － － 0 

投資有価証券の取得による支出   △113 △1 △180 

投資有価証券の売却による収入   72 14 164 

新規連結子会社の取得による支出   － － △214 

短期貸付金の回収による収入   － 30 105 

長期貸付けによる支出   △217 △18 △26 

長期貸付金の回収による収入   24 28 276 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,413 △858 △2,422 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減   120 20 △340 

長期借入金の借入による収入   1,750 400 2,680 

長期借入金の返済による支出   △198 △615 △1,337 

株式の発行による収入   － 1,319 － 

社債の発行による収入   － － 489 

社債の償還による支出   △504 △50 △604 

少数株主による株式払込による収入   70 － 70 

自己株式の取得による支出   △3 △13 △17 

配当金の支払額   △139 △195 △139 

少数株主に対する配当金の支払額   △0 － 0 

更生債権の弁済による支出   △1 － △190 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,091 865 608 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少
額） 

  877 △402 1,724 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,325 8,044 3,325 

Ⅶ 株式移転に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

  2,514 － 2,514 

Ⅷ 株式交換に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

  － － 479 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 6,717 7,642 8,044 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社の数 ５社 

連結子会社名 

㈱ジオトップ 

大同コンクリート工業㈱ 

八洲コンクリート工業㈱ 

ＪＰプロダクツ鹿児島㈱ 

㈱武智産商 

(1）連結子会社の数 ８社 

連結子会社名 

㈱ジオトップ 

大同コンクリート工業㈱ 

ヨーコン㈱ 

ジャパンパイル製造㈱ 

八洲コンクリート工業㈱ 

ＪＰプロダクツ鹿児島㈱ 

㈱武智産商 

㈱千葉興産 

 平成18年４月１日付でジャ

パンパイル製造㈱を新設し、

会社分割の方法により㈱ジオ

トップ、大同コンクリート工

業㈱ならびにヨーコン㈱の製

品製造事業を承継させまし

た。 

(1）連結子会社の数 ７社 

連結子会社名 

㈱ジオトップ 

大同コンクリート工業㈱ 

ヨーコン㈱ 

八洲コンクリート工業㈱ 

ＪＰプロダクツ鹿児島㈱ 

㈱武智産商 

㈱千葉興産 

 平成17年10月１日付でヨー

コン㈱が株式交換により連結

子会社となりました。また、

新規設立によりＪＰプロダク

ツ鹿児島㈱が、株式取得によ

り㈱千葉興産が新たに連結子

会社となりました。 

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

㈱千葉興産 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

大洋建販㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等はいずれも少額であり、全

体として中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないもの

であるため、連結の範囲から

除外しております。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

大洋建販㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 総資産、売上高、当期純利

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等はいずれも少額であり、全

体として連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないものであ

るため、連結の範囲から除外

しております。 

２．持分法の適用に関する

事項 

 持分法を適用していない非連結

子会社（㈱千葉興産）及び関連会

社（前田大同㈱、ユニオンヒュー

ム管㈱、㈱エイトン、ナガサキダ

イドー建材㈱）は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

 持分法を適用していない関連会

社（前田大同㈱、ユニオンヒュー

ム管㈱、㈱エイトン）は、中間純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても

中間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

 持分法を適用していない関連会

社（前田大同㈱、ユニオンヒュー

ム管㈱、㈱エイトン）は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

同左  すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．資本連結手続きに関す

る事項 

 ㈱ジオトップ及び大同コンクリ

ート工業㈱は、株式移転により共

同して完全親会社となるジャパン

パイル㈱（当社）を設立いたしま

した。この企業結合に関する資本

連結手続は「株式交換及び株式移

転制度を利用して完全親子会社関

係を創設する場合の資本連結手

続」（日本公認会計士協会会計制

度委員会研究報告第６号）に準拠

しております。資本連結にあたっ

ては、株式移転比率等を総合的に

考慮し、結合当事会社のうち㈱ジ

オトップを取得会社、大同コンク

リート工業㈱を被取得会社として

識別した結果、結合当事会社のう

ち㈱ジオトップ及びその連結子会

社については持分プーリング法に

準じた方法を適用し、大同コンク

リート工業㈱及びその連結子会社

についてはパーチェス法を適用し

ております。 

――――――  ㈱ジオトップ及び大同コンクリ

ート工業㈱は、株式移転により共

同して完全親会社となるジャパン

パイル㈱（当社）を設立いたしま

した。この企業結合に関する資本

連結手続は「株式交換及び株式移

転制度を利用して完全親子会社関

係を創設する場合の資本連結手

続」（日本公認会計士協会会計制

度委員会研究報告第６号）に準拠

しております。資本連結にあたっ

ては、株式移転比率等を総合的に

考慮し、結合当事会社のうち㈱ジ

オトップを取得会社、大同コンク

リート工業㈱を被取得会社として

識別した結果、結合当事会社のう

ち㈱ジオトップ及びその連結子会

社については持分プーリング法に

準じた方法を適用し、大同コンク

リート工業㈱及びその連結子会社

についてはパーチェス法を適用し

ております。 

 また、当社は株式交換によりヨ

ーコン㈱を完全子会社化いたしま

した。この企業結合に関する資本

連結手続は「株式交換及び株式移

転制度を利用して完全親子会社関

係を創設する場合の資本連結手

続」（日本公認会計士協会会計制

度委員会研究報告第６号）に準拠

しております。資本連結にあたっ

ては、株式交換比率等を総合的に

考慮し、結合当事会社のうち当社

を取得会社、ヨーコン㈱を被取得

会社として識別した結果、結合当

事会社である当社及びその連結子

会社については持分プーリング法

に準じた方法を適用し、ヨーコン

㈱についてはパーチェス法を適用

しております。 

５．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）  

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ② たな卸資産 

未成工事支出金 

…個別法による原価法 

② たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

② たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

 製品、仕掛品及び原材料 

…移動平均法による原価法 

製品、仕掛品及び原材料 

同左 

製品、仕掛品及び原材料 

同左 

 貯蔵品 

…主として最終仕入原価法

による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法。 

 但し、建物（建物附属設備

を除く。）、一部の工場の自

動化製造設備及び不動産事業

用設備については定額法を採

用しております。なお、耐用

年数及び残存価額については

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法。 

 但し、建物（建物附属設備

を除く。）及び一部の工場の

自動化製造設備については定

額法を採用しております。な

お、耐用年数及び残存価額に

ついては法人税法に規定する

方法と同一の基準によってお

ります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法。 

 但し、建物（建物附属設備

を除く。）、一部の工場の自

動化製造設備及び不動産事業

用設備については定額法を採

用しております。なお、耐用

年数及び残存価額については

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 ② 無形固定資産 

 定額法。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 商法の規定により最長期間

（３年）で毎期均等額を償却

する方法を採用しておりま

す。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

毎期均等額（３年）を償却す

る方法を採用しております。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 商法の規定により最長期間

（３年）で毎期均等額を償却

する方法を採用しておりま

す。 

  (4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

及び破産更生債権等の特定の

債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、支給

見込額に基づき当中間連結会

計期間負担額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、支給

見込額に基づき当連結会計年

度負担額を計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（195百万円）については、10

年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

については、10年による按分

額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異

（521百万円）については、10

年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく中間連結会計期

間末要支給額を計上しており

ます。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理方法は、税抜方式

によっております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

―――――― 

   当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。これまでの資本の部の合計に

相当する金額は11,667百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

  

―――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。これによる損益に与える

影響はありません。 

―――――― 

―――――― （企業結合に係る会計基準及び事業分

離等に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準第

７号 平成17年12月27日）並びに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号 平成17年12月27日）

を適用しております。 

―――――― 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

―――――― 

  

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負

ののれん」と表示しております。 

―――――― 

  

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「連結調

整勘定償却」として掲記されていたものは、当中間連結

会計期間から「負ののれん償却額」と表示しておりま

す。 

―――――― 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん及び負ののれん償却額」と表示しております。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （退職給付関係） 

 連結子会社の㈱ジオトップ、ヨーコ

ン㈱は確定給付型の制度として、適格

退職年金制度及び退職一時金制度を設

けておりましたが、平成18年８月１日

付で適格退職年金制度を廃止し、退職

給付制度の一部を確定拠出型年金制度

へ移行しました。これにより「退職給

付制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）に従

い、特別損失に確定拠出年金移行損失

64百万円を計上しております。 

 また、連結子会社の㈱ジオトップ、

大同コンクリート工業㈱、ヨーコン㈱

から連結子会社のジャパンパイル製造

㈱に出向していた従業員が、平成18年

10月１日付で同社に転籍することとな

りました。これにより「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）に従い当該

転籍を大量退職として取扱い、転籍に

伴い発生が見込まれる損失額を、転籍

者退職給付費用として32百万円特別損

失に計上しております。 

―――――― 

―――――― 

  

―――――― 

  

（役員退職慰労引当金） 

 役員退職慰労引当金については、役

員の退任に伴う退職慰労金の支出に備

えるため内規に基づく期末要支給額を

計上しております。子会社である㈱ジ

オトップにおいて、退職慰労金算出に

当たり定められておりました特別功労

加算金部分を廃止し、役位係数を増加

させる規程の改訂を当連結会計年度末

に行いました。この改訂により従来の

規程によった場合に比べ営業利益及び

経常利益はそれぞれ18百万円減少し、

税金等調整前当期純利益は206百万円

減少しております。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 18,521百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 23,393百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 23,005百万円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

(1）担保提供資産 (1）担保提供資産 (1）担保提供資産 

建物及び構築物 2,181百万円 

機械装置及び運搬具 603百万円 

土地 1,984百万円 

投資有価証券 78百万円 

その他 

（投資その他の資

産） 

33百万円 

合計 4,881百万円 

土地 555百万円 

投資有価証券 91百万円 

合計 646百万円 

土地 555百万円 

投資有価証券 108百万円 

合計 664百万円 

上記のうち、工場財団設定分 

建物及び構築物 784百万円 

機械装置及び運搬具 603百万円 

土地 1,080百万円 

合計 2,468百万円 

  

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

短期借入金 400百万円 

一年以内返済予定長

期借入金 
460百万円 

その他 

（流動負債） 
284百万円 

長期借入金  2,001百万円 

長期未払金 1,139百万円 

合計 4,286百万円 

短期借入金 200百万円 

一年以内返済予定長

期借入金 
20百万円 

長期借入金 42百万円 

合計 262百万円 

短期借入金 200百万円 

一年以内返済予定長

期借入金 
18百万円 

長期借入金 52百万円 

合計 270百万円 

上記のうち、工場財団設定分 

一年以内返済予定長

期借入金 
333百万円 

その他 

（流動負債） 
12百万円 

長期借入金  1,758百万円 

長期未払金  49百万円 

合計 2,153百万円 

  

 ３ 受取手形割引高 

 412百万円 

 ３ 受取手形割引高 

 441百万円 

 ３ 受取手形割引高 

 360百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

 133百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

 7百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

 139百万円 

※５     ―――――― 

  

※５ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

※５     ―――――― 

  

 受取手形 867百万円 

支払手形 439百万円 

ファクタリング未払金 1百万円 

 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式数の増加1,700千株は、第三者割当増資による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１     ―――――― ※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

 建物及び構築物 0百万円 

土地 △0百万円 

機械装置及び運搬具 6百万円 

その他 

（有形固定資産） 
5百万円 

※２ 固定資産売却損の内訳 ※２     ―――――― ※２ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 0百万円  建物及び構築物 1百万円 

機械装置及び運搬具 5百万円 

その他 10百万円 

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 1百万円 

機械装置及び運搬具 24百万円 

その他 

（有形固定資産） 
0百万円 

建物及び構築物 3百万円 

機械装置及び運搬具 6百万円 

その他 

（有形固定資産） 
2百万円 

その他 

（無形固定資産） 
12百万円 

建物及び構築物 45百万円 

機械装置及び運搬具 90百万円 

その他 

（有形固定資産） 
25百万円 

その他 24百万円 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式 （注）１ 24,451 1,700 － 26,151 

合計 24,451 1,700 － 26,151 

 自己株式         

   普通株式 （注）２ 35 14 － 49 

合計 35 14 － 49 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 195 8  平成18年３月31日  平成18年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 6,300百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

－百万円 

有価証券勘定 1,017百万円 

ＦＦＦ以外の有価証券 △599百万円 

現金及び現金同等物 6,717百万円 

現金及び預金勘定 7,752百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

△110百万円 

有価証券勘定 －百万円 

ＦＦＦ以外の有価証券 －百万円 

現金及び現金同等物 7,642百万円 

現金及び預金勘定 8,044百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

－百万円 

有価証券勘定 －百万円 

ＦＦＦ以外の有価証券 －百万円 

現金及び現金同等物 8,044百万円 



（リース取引関係）  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

277 61 215 

その他 
（有形固定
資産） 

1,262 263 999 

無形固定資
産 

128 70 57 

合計 1,668 396 1,272 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

2,165 471 1,694 

その他 
（有形固定
資産） 

2,532 629 1,903 

その他 
（無形固定
資産） 

161 102 58 

合計 4,859 1,203 3,656 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

1,752 346 1,405 

その他 
（有形固定
資産） 

2,263 499 1,763 

無形固定資
産 

161 88 73 

合計 4,177 934 3,242 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 225百万円 

 １年超 1,063百万円 

合計 1,288百万円 

 １年内 593百万円 

 １年超 3,111百万円 

合計 3,705百万円 

 １年内 536百万円 

 １年超 2,756百万円 

合計 3,292百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 122百万円 

減価償却費相当額 113百万円 

支払利息相当額 13百万円 

支払リース料 336百万円 

減価償却費相当額 296百万円 

支払利息相当額 56百万円 

支払リース料 447百万円 

減価償却費相当額 403百万円 

支払利息相当額 61百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

１年内 1百万円 

１年超 5百万円 

合計 7百万円 

（減損損失について） 

同左 

１年内 1百万円 

１年超 4百万円 

合計 5百万円 

（減損損失について） 

同左 

１年内 1百万円 

１年超 5百万円 

合計 6百万円 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当中間連結会計期間末において、減損処理の対象となる有価証券はありません。 

２．減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行っております。 

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式は、15百万円の減損処理を行っておりま

す。 

２．減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 244 362 118 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 600 599 △0 

合計 844 962 117 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 36 

優先株式 50 

公社債投資信託（ＦＦＦ） 417 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 549 724 174 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － －   

合計 549 724 174 



２．時価のない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当連結会計年度末において、減損処理の対象となる有価証券はありません。 

２．減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年４

月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 53 

優先株式 50 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 565 887 321 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 10 15 5 

合計 575 903 327 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 69 

優先株式 50 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

連結子会社が行う事業の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

連結子会社が行う事業の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  
製品事業 
（百万円） 

工事事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 13,663 7,736 115 21,516 － 21,516 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (   －) － 

計 13,663 7,736 115 21,516 (   －) 21,516 

営業費用 12,161 7,303 58 19,523 1,127 20,650 

営業利益 1,502 433 57 1,993 (1,127) 865 

事業区分 主要製品 

製品事業 パイル、環境製品（雨水浸透製品、剛体多孔質吸音材）等 

工事事業 既製杭工事、環境製品工事、土木工事等 

その他の事業 不動産賃貸事業等 

  
前中間連結会計期間 

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
1,127 研究開発費及び管理部門に係る費用であります。

  
製品事業 
（百万円） 

工事事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 17,292 16,752 － 34,045 － 34,045 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (   －) － 

計 17,292 16,752 － 34,045 (   －) 34,045 

営業費用 15,384 15,908 － 31,292 1,299 32,591 

営業利益 1,908 844 － 2,752 (1,299) 1,453 

事業区分 主要製品 

製品事業 パイル、環境製品（雨水浸透製品、剛体多孔質吸音材）等 

工事事業 既製杭工事、場所打ち杭工事、環境製品工事、土木工事等 



３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４．その他事業 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、不動産賃貸事業等を行っておりましたが、平成17年12

月に関連する不動産を売却したため、当中間連結会計期間における売上高はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

連結子会社が行う事業の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在す

る連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項は

ありません。 

  
当中間連結会計期間 

（百万円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
1,299 研究開発費及び管理部門に係る費用であります。

  
製品事業 
（百万円） 

工事事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 29,772 21,337 177 51,287 － 51,287 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (   －) － 

計 29,772 21,337 177 51,287 (   －) 51,287 

営業費用 26,949 20,304 94 47,348 2,338 49,687 

営業利益 2,823 1,033 82 3,939 (2,338) 1,600 

事業区分 主要製品 

製品事業 パイル、環境製品（雨水浸透製品、剛体多孔質吸音材）等 

工事事業 既製杭工事、場所打ち杭工事、環境製品工事、土木工事等 

その他の事業 不動産賃貸事業等 

  
前連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
2,338 研究開発費及び管理部門に係る費用であります。



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 390円05銭

１株当たり中間純利益

金額 
26円80銭

１株当たり純資産額 447円00銭

１株当たり中間純利益

金額 
35円16銭

１株当たり純資産額 400円57銭

１株当たり当期純利益

金額 
39円21銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 595 867 947 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 32 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (32) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
595 867 914 

期中平均株式数（千株） 22,235 24,684 23,328 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（ヨーコン株式会社との株式交換） 

 当社とヨーコン㈱は、平成17年６月24日

開催の取締役会において、株式交換により

ヨーコン㈱が当社の完全子会社となること

を決議し、同日、株式交換契約を締結し、

平成17年８月10日開催の当社の臨時株主総

会において承認を経て、平成17年10月１

日、株式交換を実施いたしました。 

(1）株式交換の概要 

① 株式交換の目的 

 企業価値を高め、事業を更に発展さ

せるため、共通の経営目標にそって経

営資源を効率的に活用することを目的

としております。 

② 株式交換の内容 

 当社は、ヨーコン㈱と商法第352条な

いし第363条に定める方法により株式交

換を行いました。 

③ 株式交換の日 

平成17年10月１日 

④ 株式交換に際して発行する株式及び

割当 

 当社は、株式交換に際して普通株式

2,205,292株を発行し、株式交換の日の

前日の最終のヨーコン㈱の株主名簿

（実質株主名簿を含む。以下、同

じ。）に記載または記録された株主

（実質株主を含む。以下、同じ。）に

対し、その所有するヨーコン㈱の普通

株式１株につき、当社の普通株式 

３．８株の割合を持って割当交付いた

しました。なお、発行する株式に対す

る配当金は、平成17年４月１日から起

算いたします。 

⑤ 増加すべき資本金及び資本準備金の

額 

 当社の株式交換による資本金の額に

増減はなく、増加した資本準備金の額

は、株式交換の日にヨーコン㈱に現存

する純資産額であります。 

(2）ヨーコン㈱の概要 

① 主な事業内容 

コンクリートパイル製造・施工 

② 売上高及び中間純利益 

（平成17年９月期） 

売 上 高  7,369百万円 

中間純損失  1,137百万円 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成17年９月30日現在） 

資産合計  7,943百万円 

負債合計  7,770百万円 

資本合計   173百万円 

（営業・工事事業子会社との合併） 

 当社は平成18年10月27日開催の取締役会

において、営業・工事事業子会社である㈱

ジオトップ、大同コンクリート工業㈱並び

にヨーコン㈱の３社を吸収合併することを

決議いたしました。 

(1）合併の理由 

 顧客のニーズに応じた最適な基礎を迅

速に提供するため、建設基礎全体の需要

に応える体制を整備し、より効率性を追

求した組織運営を図ることを目的として

おります。 

(2）合併の時期 

 平成19年４月１日 

(3）合併の方式 

 当社を存続会社とし、㈱ジオトップ、

大同コンクリート工業㈱並びにヨーコン

㈱の３社を消滅会社とする吸収合併方式

とします。なお、製造子会社であるジャ

パンパイル製造㈱は、当社の子会社のま

まとなります。 

 ―――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   84     1,414     112     

２．前払費用   1     2     0     

３．繰延税金資産   7     10     8     

４．未収入金 ※３ 213     118     77     

５．未収法人税等   －     30     14     

６．その他   1     26     5     

流動資産合計     307 3.0   1,602 13.5   219 2.1 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1）建物   0     23     1     

(2）機械及び装置   1     2     2     

(3）工具器具及び備
品 

  3     6     3     

有形固定資産合計   5     32     7     

２．無形固定資産   6     12     5     

３．投資その他の資産                     

(1）関係会社株式   10,032     10,205     10,205     

(2）繰延税金資産   －     0     －     

(3）その他   10     53     13     

投資その他の資産
合計 

  10,043     10,260     10,219     

固定資産合計     10,056 97.0   10,305 86.5   10,232 97.9 

資産合計     10,363 100.0   11,907 100.0   10,451 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．短期借入金   200     100     －     

２．未払金   106     138     68     

３．設備関係未払金   5     26     －     

４．未払法人税等   9     5     －     

５．賞与引当金   15     20     12     

６．その他   －     0     －     

流動負債合計     336 3.2   292 2.5   81 0.8 

負債合計     336 3.2   292 2.5   81 0.8 

            

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     2,156 20.8   － －   2,156 20.6 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   4,000     －     4,173     

２．その他資本剰余金   3,876     －     3,876     

資本剰余金合計     7,876 76.0   － －   8,049 77.0 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．中間未処理損失 
（当期未処分利益） 

  2     －     181     

利益剰余金合計     △2 △0.0   － －   181 1.7 

Ⅳ 自己株式     △3 △0.0   － －   △17 △0.1 

資本合計     10,026 96.8   － －   10,370 99.2 

負債資本合計     10,363 100.0   － －   10,451 100.0 

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   2,815 23.6   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     4,832     －     

(2）その他資本剰余
金 

                    

資本剰余金減少
差益 

  －     3,681     －     

資本剰余金合計     － －   8,514 71.5   － － 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益剰余
金 

                    

繰越利益剰余金   －     315     －     

利益剰余金合計     － －   315 2.7   － － 

４．自己株式     － －   △30 △0.3   － － 

株主資本合計     － －   11,615 97.5   － － 

純資産合計     － －   11,615 97.5   － － 

負債純資産合計     － －   11,907 100.0   － － 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     － － 368 100.0   200 100.0

Ⅱ 販売費及び一般管理
費 

※１   0 － 227 61.8   1 0.6

営業損益     △0 － 140 38.2   198 99.4

Ⅲ 営業外収益 ※２   0 － 0 0.1   0 0.1

Ⅳ 営業外費用 ※３   0 － 6 1.7   1 0.6

経常損益     △1 － 134 36.6   197 98.9

税引前中間（当
期）純損益 

    △1 － 134 36.6   197 98.9

法人税、住民税及
び事業税 

  8   3 24   

法人税等調整額   △7 1 － △2 0 0.1 △8 16 8.1

中間（当期）純損
益 

    △2 134 36.5   181 90.8

中間未処理損失 
（当期未処分利益） 

    2 －   181 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

その他 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,156 4,173 3,876 8,049 181 181 △17 10,370 10,370 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 659 659   659   －   1,319 1,319 

剰余金の配当（注）     △195 △195   －   △195 △195 

中間純利益       － 134 134   134 134 

自己株式の取得       －   － △13 △13 △13 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
      －   －   － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
659 659 △195 464 134 134 △13 1,244 1,244 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,815 4,832 3,681 8,514 315 315 △30 11,615 11,615 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式 

同左 

有価証券 

子会社株式 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

３．引当金の計上基準 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見込

額に基づき当中間会計期間負担

額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見込

額に基づき当期負担額を計上し

ております。 

４．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理方法は、税抜方式によって

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

―――――― 

   当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これまでの資本の部の合計に相当

する金額は11,615百万円であります。

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

  

―――――― （企業結合に係る会計基準及び事業分

離等に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準第７

号 平成17年12月27日）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27日）を

適用しております。 

―――――― 

―――――― （子会社負担金の計上区分の変更） 

 従来、当社の運営費用及び研究開発

費はその実費を子会社に負担させ、負

担金の受入額を販売費及び一般管理費

の控除科目として計上しておりました

が、当中間会計期間より売上高に計上

することに変更しました。この変更

は、当中間会計期間から従来の運営費

用の一部を実費による負担金の受入で

はなく経営指導料として一定額を徴収

することに変更していること、持株会

社としてグループ会社の経営管理、研

究開発の推進を行う実態が伴ったこと

により、経営成績の表示の明瞭性を図

るために行いました。この変更によ

り、従来の方法によった場合に比べ、

売上高が218百万円増加し、販売費及

び一般管理費が同額増加しておりま

す。 

―――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 0百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 3百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 2百万円 

 ２     ―――――― 

  

  

 ２ 偶発債務 

 債務保証 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入れに対し債務保証を行っておりま

す。 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

㈱ジオトップ 5,574 借入債務 

計 5,574 － 

 ２ 偶発債務 

 債務保証 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入れに対し債務保証を行っておりま

す。 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

㈱ジオトップ 4,386 借入債務 

計 4,386 － 

※３     ―――――― 

  

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

し、相殺後の金額は流動資産の「未収入

金」に含めて表示しております。 

※３     ―――――― 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の内訳 

役員従業員給与 21百万円 

賞与引当金繰入額 2百万円 

賃借料 7百万円 

減価償却費 0百万円 

研究開発費 192百万円 

その他 42百万円 

事業運営費子会社負担

金 
△73百万円 

研究開発費子会社負担

金 
△192百万円 

合計 0百万円 

※１ 販売費及び一般管理費の内訳 

役員従業員給与 47百万円 

賞与引当金繰入額 2百万円 

賃借料 4百万円 

減価償却費 1百万円 

研究開発費 133百万円 

その他 38百万円 

事業運営費子会社負担

金 
－百万円 

研究開発費子会社負担

金 
－百万円 

合計 227百万円 

※１ 販売費及び一般管理費の内訳 

役員従業員給与 60百万円 

賞与引当金繰入額 3百万円 

賃借料 19百万円 

減価償却費 1百万円 

研究開発費 198百万円 

その他 119百万円 

事業運営費子会社負担

金 
△203百万円 

研究開発費子会社負担

金 
△198百万円 

合計 1百万円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 0百万円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 0百万円 

新株発行費償却 6百万円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1百万円 

 ４．減価償却費実施額  

有形固定資産 0百万円 

無形固定資産 0百万円 

 ４．減価償却費実施額  

有形固定資産 1百万円 

無形固定資産 1百万円 

 ４．減価償却費実施額  

有形固定資産 2百万円 

無形固定資産 0百万円 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 28 14 － 42 

合計 28 14 － 42 



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（ヨーコン株式会社との株式交換） 

 当社とヨーコン㈱は、平成17年６月24日

開催の取締役会において、株式交換により

ヨーコン㈱が当社の完全子会社となること

を決議し、同日、株式交換契約を締結し、

平成17年８月10日開催の当社の臨時株主総

会において承認を経て、平成17年10月１

日、株式交換を実施いたしました。 

(1）株式交換の概要 

① 株式交換の目的 

 企業価値を高め、事業を更に発展さ

せるため、共通の経営目標にそって経

営資源を効率的に活用することを目的

としております。 

② 株式交換の内容 

 当社は、ヨーコン㈱と商法第352条

ないし第363条に定める方法により株

式交換を行いました。 

③ 株式交換の日 

平成17年10月１日 

④ 株式交換に際して発行する株式及び

割当 

 当社は、株式交換に際して普通株式

2,205,292株を発行し、株式交換の日

の前日の最終のヨーコン㈱の株主名簿

（実質株主名簿を含む。以下、同

じ。）に記載または記録された株主

（実質株主を含む。以下、同じ。）に

対し、その所有するヨーコン㈱の普通

株式１株につき、当社の普通株式 

３．８株の割合を持って割当交付いた

しました。なお、発行する株式に対す

る配当金は、平成17年４月１日から起

算いたします。 

⑤ 増加すべき資本金及び資本準備金の

額 

 当社の株式交換による資本金の額に

増減はなく、増加した資本準備金の額

は、株式交換の日にヨーコン㈱に現存

する純資産額であります。 

(2）ヨーコン㈱の概要 

① 主な事業内容 

コンクリートパイル製造・施工 

② 売上高及び中間純利益 

（平成17年９月期） 

売 上 高  7,369百万円 

中間純損失  1,137百万円 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成17年９月30日現在） 

資産合計  7,943百万円 

負債合計  7,770百万円 

資本合計   173百万円 

（営業・工事事業子会社との合併） 

 当社は平成18年10月27日開催の取締役会

において、営業・工事事業子会社である㈱

ジオトップ、大同コンクリート工業㈱並び

にヨーコン㈱の３社を吸収合併することを

決議いたしました。 

(1）合併の理由 

 顧客のニーズに応じた最適な基礎を迅

速に提供するため、建設基礎全体の需要

に応える体制を整備し、より効率性を追

求した組織運営を図ることを目的として

おります。 

(2）合併の時期 

 平成19年４月１日 

(3）合併の方式 

 当社を存続会社とし、㈱ジオトップ、

大同コンクリート工業㈱並びにヨーコン

㈱の３社を消滅会社とする吸収合併方式

とします。なお、製造子会社であるジャ

パンパイル製造㈱は、当社の子会社のま

まとなります。 

―――――― 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第１期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年７月７日近畿財務局長に提出 

事業年度（第１期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

平成18年８月23日近畿財務局長に提出 

事業年度（第１期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3）臨時報告書 

平成18年８月30日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

平成18年10月20日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第18号（連結子会社の債権の取立不能又は取立遅延のおそれ）の規

定に基づく臨時報告書であります。 

(4）有価証券届出書 

有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

平成18年９月４日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月20日 

ジャパンパイル株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 嗣雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊藤 嘉章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンパイル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ジャパンパイル株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月１日をもって、ヨーコン株式会社を完全子会社とする

株式交換を実施している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月21日 

ジャパンパイル株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 嗣雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊藤 嘉章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンパイル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ジャパンパイル株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年10月27日開催の取締役会において、営業・工事事業子会

社である株式会社ジオトップ、大同コンクリート工業株式会社、ヨーコン株式会社の３社を吸収合併することを決議し

ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月20日 

ジャパンパイル株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 嗣雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊藤 嘉章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンパイル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第１期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ジャパンパイル株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月１日をもって、ヨーコン株式会社を完全子会社とする

株式交換を実施している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月21日 

ジャパンパイル株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 嗣雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊藤 嘉章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンパイル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第２期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ジャパンパイル株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、従来、運営費用及び研究開発費

はその実費を子会社に負担させ、負担金の受入額を販売費及び一般管理費の控除科目として計上していたが、当中間

会計期間より売上高に計上することに変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年10月27日開催の取締役会において、営業・工事事業子

会社である株式会社ジオトップ、大同コンクリート工業株式会社、ヨーコン株式会社の３社を吸収合併することを決

議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管しておりま

す。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/56
	pageform2: 2/56
	form1: EDINET提出書類  2006/12/21 提出
	form2: ジャパンパイル株式会社(301131)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/56
	pageform4: 4/56
	pageform5: 5/56
	pageform6: 6/56
	pageform7: 7/56
	pageform8: 8/56
	pageform9: 9/56
	pageform10: 10/56
	pageform11: 11/56
	pageform12: 12/56
	pageform13: 13/56
	pageform14: 14/56
	pageform15: 15/56
	pageform16: 16/56
	pageform17: 17/56
	pageform18: 18/56
	pageform19: 19/56
	pageform20: 20/56
	pageform21: 21/56
	pageform22: 22/56
	pageform23: 23/56
	pageform24: 24/56
	pageform25: 25/56
	pageform26: 26/56
	pageform27: 27/56
	pageform28: 28/56
	pageform29: 29/56
	pageform30: 30/56
	pageform31: 31/56
	pageform32: 32/56
	pageform33: 33/56
	pageform34: 34/56
	pageform35: 35/56
	pageform36: 36/56
	pageform37: 37/56
	pageform38: 38/56
	pageform39: 39/56
	pageform40: 40/56
	pageform41: 41/56
	pageform42: 42/56
	pageform43: 43/56
	pageform44: 44/56
	pageform45: 45/56
	pageform46: 46/56
	pageform47: 47/56
	pageform48: 48/56
	pageform49: 49/56
	pageform50: 50/56
	pageform51: 51/56
	pageform52: 52/56
	pageform53: 53/56
	pageform54: 54/56
	pageform55: 55/56
	pageform56: 56/56


